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労
使
セ
ミ
ナ
ー
開
催
の
背
景

　

日
本
企
業
の
戦
後
の
海
外
進
出
は
、
成

熟
し
た
欧
米
市
場
の
な
か
で
の
新
規
参
入
者

と
し
て
シ
ェ
ア
の
拡
大
を
め
ざ
す
の
が
一
般

的
で
し
た
。
古
く
は
１
９
７
０
年
代
の
日
米

繊
維
交
渉
や
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
の
ダ
ン
ピ
ン
グ

問
題
に
代
表
さ
れ
る
よ
う
に
、
日
本
企
業
の

進
出
先
は
８
０
年
代
に
は
欧
米
先
進
国
が
中

心
で
、
日
本
の
輸
出
の
増
大
が
進
出
先
国
の

雇
用
を
奪
う
の
で
は
な
い
か
と
の
反
発
を
生

み
、
政
治
問
題
と
も
な
り
ま
し
た
が
、
日
本

側
と
し
て
内
需
や
現
地
生
産
の
拡
大
の
施
策

が
と
ら
れ
ま
し
た
。

　

こ
の
時
期
以
降
急
速
に
進
ん
だ
円
高
も

あ
り
、
市
場
規
模
の
大
き
い
中
国
や
東
南
ア

ジ
ア
の
新
興
国
で
の
現
地
生
産
が
加
速
化
さ

れ
ま
し
た
。
経
済
産
業
省
の
「
海
外
事
業

活
動
基
本
調
査
」
に
よ
れ
ば
、
日
系
製
造

業
の
現
地
生
産
比
率
は
１
９
８
５
年
度
に
は

３
・
０
％
で
し
た
が
、
２
０
１
３
年
度
に
は

22
・
９
％
と
大
幅
に
増
加
し
、
製
造
業
の
現

地
企
業
で
働
く
従
業
員
数
は
、
１
９
９
５
年

度
に
は
全
体
で
２
３
３
万
人
だ
っ
た
の
が
、

２
０
１
３
年
度
に
は
４
３
８
万
人
に
も
達
し

「
建
設
的
な
労
使
関
係
構
築
労
使
セ
ミ
ナ
ー
」に
つ
い
て

て
い
ま
す
（
88
％
増
）。
ま
た
２
０
１
３
年
度

の
現
地
企
業
数
は
ア
ジ
ア
地
域
が
66
％
と
な

っ
て
お
り
、
そ
の
う
ち
中
国
が
約
半
数
を
占

め
て
い
ま
す
。

　

他
方
、
こ
の
よ
う
に
主
要
な
企
業
進
出

先
で
あ
る
中
国
や
東
南
ア
ジ
ア
諸
国
に
お

い
て
は
経
済
的
な
発
展
が
優
先
さ
れ
、
人

権
や
労
働
組
合
権
は
ま
だ
十
分
保
障
さ
れ

て
い
な
い
面
が
あ
り
ま
す
。
Ｉ
Ｌ
Ｏ
（
国

際
労
働
機
関
）
が
団
結
権
等
の
保
護
を
定

め
た
中
核
的
労
働
基
準
８
条
約
の
批
准
も

極
め
て
不
十
分
な
状
態
に
あ
り
ま
す
。
こ

の
た
め
、
労
働
組
合
結
成
時
の
妨
害
行
為

や
組
合
役
員
に
対
す
る
い
や
が
ら
せ
な
ど

の
事
例
が
多
く
報
告
さ
れ
て
い
ま
す
。
進

出
企
業
側
と
し
て
も
、
進
出
国
の
国
内
法

を
守
る
と
い
っ
た
対
応
だ
け
で
は
不
十
分
で
、

企
業
行
動
の
国
際
ル
ー
ル
に
沿
っ
た
行
動
が

求
め
ら
れ
る
時
代
に
な
っ
て
い
る
こ
と
を
深

く
自
覚
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
労
働
組

合
権
の
確
保
は
、
建
設
的
な
労
使
関
係
の
構

築
に
向
け
た
前
提
と
な
る
も
の
で
あ
り
、
労

働
条
件
は
労
使
対
等
の
立
場
を
確
保
し
た
う

え
で
交
渉
を
通
じ
決
定
さ
れ
る
の
は
当
然
の

こ
と
で
す
。
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　経済のグローバル化は益々進んできていますが、
同時にＩＬＯの中核的労働基準や国際労働運動の
側面から確認していくことも労使に求められていま
す。金属労協の国際面での取り組みについては、グ
ローバル化の進展の影響もありその変化は大きくな
っていますが、よりよい社会と産業づくりへの貢献
が求められています。
　最近の海外の日系企業における労使紛争は頻発
化、複雑化、多様化の程度を強めており、現地にお
ける労使の日常的な対話が不足していることが紛争
の原因となることを指摘しておきたいと思います。
建設的な労使関係の構築に向け、労働組合権の確
保はその前提となるものです。進出先で労働者の当
然の権利が確保されていない、認められない場合に
は、グローバルな連携の下、対処していくのが労組
の本分です。現地において問題が生じた場合には、
金属労協として蓄積した知見をフルに活用していた
だきたいと思います。現地に労組があってもなくて
も、中核的労働基準を遵守したうえで、健全な事業
運営をしていくことが従業員･家族の安心・安定に

第 16 回「海外での建設的な労使関係構築」国内労使セミナー
金属労協・相原康伸議長 挨拶（要旨）

つながるものと考えています。
　ＡＳＥＡＮは、世界の中でも有力な成長センター
となっています。本年6月に金属労協は「第８回ア
ジア金属労組連絡会議」を開催しましたが、各国労
組からはビジネス面に偏ったＡＳＥＡＮ統合の進展
に多くの懸念が表明され、「ソーシャルＡＳＥＡＮ」
として経済発展における社会的側面の必要性が強
調されました。
　各労使においては様々なレベルで海外労使との
関係を持っていますが、この関係は変化し続けてい
ます。現在の二国間や二労組間のバイの関係からグ
ローバルな労組間のネットワークを構築することへ
と繋げていくことが求められていると思います。
　2020年には東京でオリンピック、パラリンピッ
クが開催されます。これに向けて、労働運動として
何を発信できるのかが重要な点であると思います。
日本の金属労協として、グローバルでの労使関係を
進化・深化させるべく一層の努力をしていきたいと
考えます。
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同
時
に
、
現
地
労
組
に
対
し
て
も
、「
徹

底
的
な
話
し
合
い
に
よ
っ
て
課
題
の
解
決
を

図
る
」
建
設
的
な
労
使
関
係
の
理
解
促
進
に

努
め
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。
現
地
労
使

は
意
見
交
換
の
な
か
で
、
労
使
紛
争
に
つ
な

が
り
そ
う
な
問
題
を
事
前
に
キ
ャ
ッ
チ
し
、

労
使
紛
争
の
早
期
解
決
に
つ
な
げ
る
こ
と
も

重
要
で
す
。
労
使
の
情
報
共
有
と
い
う
観
点

か
ら
は
、
日
本
で
日
常
的
に
行
わ
れ
て
い
る

「
労
使
協
議
制
」
か
ら
学
ぶ
べ
き
点
も
多
い

と
考
え
ら
れ
ま
す
。

国
内
外
で
の

労
使
セ
ミ
ナ
ー
の
概
要

　

金
属
労
協
は
、
こ
う
し
た
国
際
ル
ー
ル
の
遵

守
を
前
提
と
し
て
、
日
本
企
業
の
海
外
拠
点

に
お
け
る
建
設
的
な
労
使
関
係
を
構
築
す
る

た
め
の
活
動
を
国
内
外
で
推
進
し
て
い
ま
す
。

　

日
本
国
内
に
つ
い
て
は
、
労
働
組
合
役
員

と
企
業
の
人
事
労
務
担
当
者
な
ど
を
対
象
に

し
た
労
使
セ
ミ
ナ
ー
を
２
０
０
７
年
か
ら
開

催
し
て
い
ま
す
。
中
核
的
労
働
基
準
遵
守
に

関
す
る
基
本
的
な
考
え
方
、
海
外
の
労
働
法

規
、
労
使
関
係
の
実
態
、
労
使
紛
争
の
事
例

紹
介
な
ど
、
日
本
の
労
使
が
果
た
す
べ
き
役

割
の
重
要
性
に
つ
い
て
、
理
解
、
浸
透
を
図

っ
て
い
ま
す
。

　

海
外
に
お
い
て
は
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
で

２
０
１
０
年
か
ら
、
タ
イ
で
は
２
０
１
３
年

か
ら
、
そ
れ
ぞ
れ
年
１
回
の
労
使
ワ
ー
ク

シ
ョ
ッ
プ
を
開
催
し
て
い
ま
す
。

　

海
外
で
の
労
使
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
に
お
い

て
は
、
現
地
の
労
働
組
合
メ
ン
バ
ー
と
日

系
企
業
経
営
者
を
対
象
に
、
労
働
法
規
や

日
本
で
の
労
使
関
係
、
イ
ン
ダ
ス
ト
リ
オ

ー
ル
の
運
動
方
針
な
ど
を
紹
介
し
た
う
え

で
、
双
方
の
考
え
方
や
労
使
関
係
で
の
問

題
点
な
ど
を
話
し
合
っ
て
い
ま
す
。
日
系

企
業
の
経
営
者
は
、
産
業
別
労
組
の
指
導

者
と
話
す
機
会
は
ほ
と
ん
ど
な
く
、
こ
う

し
た
試
み
は
現
地
組
合
の
考
え
を
直
に
聞

き
、
対
話
の
機
会
を
作
る
チ
ャ
ン
ス
と
し

て
も
有
効
で
す
。

　

こ
れ
ま
で
の
数
次
に
わ
た
る
開
催
の
積

み
重
ね
も
あ
り
、
現
地
に
お
い
て
も
徐
々

に
建
設
的
な
労
使
関
係
に
対
す
る
理
解
が

浸
透
し
つ
つ
あ
り
ま
す
。

　

今
後
と
も
、
金
属
労
協
と
し
て
「
話
し

合
い
に
よ
る
課
題
解
決
」
を
訴
え
、
現
地

ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
の
開
催
を
通
じ
、
辛
抱
強

く
活
動
し
て
い
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

今
後
の
課
題

　

以
上
の
取
り
組
み
と
あ
わ
せ
、
金
属
労

協
の
課
題
と
し
て
労
働
組
合
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
の
構
築
が
あ
り
ま
す
。
労
働
分
野
に
お

け
る
グ
ロ
ー
バ
ル
化
へ
の
配
慮
な
く
し
て
企

業
活
動
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
は
成
し
え
ま
せ

ん
。
建
設
的
な
労
使
関
係
構
築
と
い
う
観

点
か
ら
み
て
も
、
企
業
グ
ル
ー
プ
の
労
働

組
合
間
の
情
報
共
有
や
意
見
交
換
は
ま
す

ま
す
重
要
で
あ
り
、
必
要
な
取
り
組
み
で

す
。
今
後
の
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
等
に
お
い
て

も
、
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
活
動
の
重
要
性
を
意

識
し
た
取
り
組
み
を
推
進
す
る
必
要
が
あ

り
ま
す
。
さ
ら
に
グ
ロ
ー
バ
ル
レ
ベ
ル
で
企

業
労
使
の
共
同
責
任
で
社
会
的
責
任
を
果

た
し
て
い
く
こ
と
が
、
働
き
が
い
の
あ
る
デ

ィ
ー
セ
ン
ト
な
職
場
を
つ
く
り
、
企
業
や

産
業
の
発
展
に
つ
な
が
っ
て
い
き
ま
す
。

　ＩＬＯの中核的労働基準のなかでも重要な結社
の自由や団体交渉権については、中国、インド、マ
レーシア、ミャンマー、タイ、ベトナム等では批准
すらされていない現状があります。また例えば、外
国からの投資が盛んなタイの労組組織率は２％に
過ぎません。
　労働集約型の産業はアジア地域への投資を増加さ
せています。また、労働者の権利が守られていない
国々へ盛んに投資が行われている事実があります。
　インダストリオールは経済のグローバル化の進
展にともない、労働組合ネットワークの取り組みと
グローバル枠組み協定（ＧＦＡ）締結を重視した
運動を展開しています。企業側が一方的に作成す
るＣＳＲとは異なり、ＧＦＡは労使で締結すること
に意義があると思います。世界の労組の代表がい
ろいろな課題について話し合ったり、経営情報を
共有したり、同じ企業グループで労働基本権が守
られているかをチェックすることが求められていま
す。また、世界レベルでの労使対話の可能性を探
ることも同時に重要な点です。ＧＦＡの目的は、労
使によって中核的労働基準を全世界の事業所にお
いて浸透させ、監視し、遵守することにあります。
中核的労働基準とは、つまるところ、働く者が人
間としての尊厳を確保するために必要な基本的人
権であり、また労使の対等性を確保するための基
礎的な枠組みであると考えます。また、ＧＦＡには、
サプライヤーも同様の基準を採用するというコミッ
トメントを含めます。
　現在インダストリオールでは46のＧＦＡを締結
していますが、多くは欧州企業です。欧州ではもと
もとＥＷＣ（欧州従業員代表協議会）という労使対
話の枠組みがあり、これが基礎となりました。また
産業で見ると、自動車産業で多く締結されています。
　インダストリオールとしては、まず、労働組合ネ
ットワークの設置を目標としています。この場で労
働条件に関する情報交換とか経営情報の交換を進
めたいと考えています。労働組合ネットワークやＧ
ＦＡがあれば、労使紛争が起きた場合でも解決が
スムーズになるというメリットがこれまでの経験で
示されています。ＧＦＡの好事例であるフォルクス
ワーゲンでは、不安定労働を最大５％以下とする、
ドイツの共同決定方式を浸透させる、本社労使の
直接コンタクトや対話による組合間の統一行動を
強化する、などを規定しています。

インダストリオールの活動と
ＧＦＡ締結の取り組み（要旨）

講演

松﨑　寛
インダストリオール本部造船 ･ 船舶解撤 /
ＩＣＴ電機 ･ 電子部門担当部長
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講演する香川孝三教授

A
S
E
A
N
の
変
遷

　

A
S
E
A
N
は
1
9
6
7
年
に
タ
イ
、
イ

ン
ド
ネ
シ
ア
、シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
、フ
ィ
リ
ピ
ン
、

マ
レ
ー
シ
ア
の
5
カ
国
で
結
成
さ
れ
ま
し
た
。

そ
の
後
、
1
9
8
4
年
に
ブ
ル
ネ
イ
、1
 

9
9
5
年
に
ベ
ト
ナ
ム
、1
9
9
7
年
に
ラ

オ
ス
と
ミ
ャ
ン
マ
ー
、
1
9
9
9
年
に
カ
ン

ボ
ジ
ア
が
加
盟
し
、
現
在
は
10
カ
国
で
組
織

さ
れ
て
い
ま
す
。

　

結
成
当
初
は
、
冷
戦
体
制
の
時
代
で
し
た

か
ら
、
反
共
産
主
義
の
政
治
同
盟
の
色
が
強

い
組
織
で
し
た
。し
か
し
、社
会
主
義
国
が
徐
々

に
力
を
失
い
、
経
済
の
自
由
化
あ
る
い
は
解 

放
、改
革
、開
国
が
進
ん
だ
こ
と
で
、資
本
主
義

の
論
理
を
取
り
込
め
る
時
代
へ
と
変
わ
っ
て
い

き
ま
し
た
。
そ
れ
に
合
わ
せ
て
A
S
E
A
N

も
そ
の
性
格
を
切
り
替
え
、1
9
7
6
年
に

開
か
れ
た
第
1
回
A
S
E
A
N
首
脳
会
議
で

は
、経
済
協
力
の
た
め
の
組
織
に
向
け
た
合

意
が
な
さ
れ
ま
し
た
。

　
A
S
E
A
N
諸
国
の
多
く
は
、
第
二
次
世

界
大
戦
後
に
独
立
し
て
い
く
な
か
で
、
工
業

化
を
推
し
進
め
ま
し
た
。
当
初
は
、
輸
入
し

て
い
る
製
品
を
国
産
化
す
る
「
輸
入
代
替
工

業
化
政
策
」
を
実
施
し
て
い
ま
し
た
が
、
部

品
を
製
造
す
る
能
力
が
不
十
分
だ
っ
た
た
め

に
、
う
ま
く
い
き
ま
せ
ん
で
し
た
。
1

 
9
 
8
 

0
年
代
に
な
り
、
輸
出
志
向
型
の
工
業
化
政

策
へ
と
大
き
く
舵
を
切
り
ま
す
。
具
体
的
に

は
、
特
別
な
工
業
地
区
を
つ
く
り
、
そ
こ
へ

進
出
す
る
外
資
に
特
別
な
恩
恵
を
与
え
る
こ

と
で
、積
極
的
に
外
資
を
導
入
し
た
の
で
す
。

こ
の
政
策
は
、
世
界
銀
行
か
ら
「
ア
ジ
ア
の

奇
跡
」
と
い
わ
れ
る
ま
で
に
成
功
し
ま
し
た
。

な
お
、1
9
9
7
年
の
ア
ジ
ア
通
貨
危
機
お

「
A
S
E
A
N
経
済
統
合
に
向
け
た
日
系
多
国
籍
企
業
労
使
の
課
題
」

香
川 

孝
三
氏

大
阪
女
学
院
大
学
教
授

よ
び
2
0
0
7
年
の
世
界

金
融
危
機
で
は
、
ア
ジ
ア
経

済
は
大
き
く
落
ち
込
み
ま
し

た
が
、
い
ず
れ
も
2
～
3
年

で
立
ち
直
っ
て
い
ま
す
。

　

今
日
に
い
た
る
ま
で
、
A
 

S
E
A
N
は
こ
う
し
た
生
産

基
地
と
し
て
機
能
し
て
き
ま

し
た
が
、
今
年
の
12
月
31
日

付
け
で
経
済
統
合
が
成
立
す

る
と
、
A
S
E
A
N
と
し
て

の
マ
ー
ケ
ッ
ト
が
拡
大
し
、

A
S
E
A
N
内
部
で
の
消
費

が
拡
大
す
る
こ
と
が
予
測
さ

れ
ま
す
。
こ
れ
ま
で
の
国
づ

く
り
と
は
、
意
味
や
中
身
が

少
し
ず
つ
変
わ
っ
て
く
る
の
で
は
な
い
か
と

推
測
さ
れ
ま
す
。

A
S
E
A
N
と
E
U
の
相
違
点

 
A
S
E
A
N
と
Ｅ
Ｕ
と
で
は
、
ま
ず
意
思

決
定
の
方
法
が
大
き
く
異
な
り
ま
す
。
A

 
S
 

E
A
N
で
は
、
コ
ン
セ
ン
サ
ス
方
式
で
意
思

決
定
が
な
さ
れ
ま
す
。
反
対
意
見
を
無
視
し

て
、
多
数
決
で
強
行
す
る
こ
と
は
し
ま
せ
ん
。

10
カ
国
の
全
て
が
合
意
す
る
ま
で
、
粘
り
強

く
協
議
を
重
ね
、
意
思
決
定
を
図
り
ま
す
。

　

ま
た
、
A
S
E
A
N
で
決
め
た
内
容
は
、

あ
く
ま
で
も
政
策
目
標
に
過
ぎ
ず
、
目
標
に

向
け
た
措
置
は
、
法
律
の
制
定
や
行
政
指

導
な
ど
各
国
が
自
主
的
に
行
う
の
が
ル
ー
ル

で
す
。
A
S
E
A
N
で
は
、
こ
の
方
法
を 

「
建
設
的
関
与
（constructive inter-

vention

）」
と
呼
ん
で
い
ま
す
。
こ
の
点
に

講
演
録

ASEAN 諸国の経済（GDP）成長率（％）

注：カンボジアは1990年ではなく93年の数字。
資料：ミャンマーの2000年から2013年の統計はADB、 それ以外の国々に
         ついてはWorld Bank,World Development Indicators online
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つ
い
て
も
、
強
制
権
が
働
く
E
U
と
は
異

な
る
部
分
で
す
。

　

2
0
0
8
年
に
つ
く
ら
れ
た
A

 

S

 

E

 

A

 
N
 

憲
章
で
は
、
A
S
E
A
N
首
脳
会
議
を
最
高

の
意
思
決
定
機
関
と
し
て
掲
げ
て
い
ま
す
。

紛
争
を
解
決
す
る
際
も
、
両
当
事
者
が
合

意
を
す
る
ま
で
粘
り
強
く
話
し
合
い
、
努
力

す
る
こ
と
に
変
わ
り
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
ど

う
し
て
も
解
決
し
な
い
場
合
に
の
み
、
A

 
S
 

E
A
N
首
脳
会
議
が
紛
争
処
理
を
検
討
す

る
と
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

A
S
E
A
N
の
も
う
一
つ
の
特
長
は
「
市

民
志
向
の
A
S
E
A
N
」
と
い
う
点
で
す
。

A
S
E
A
N
で
は
、
N
G
O
や
労
働
組
合
、

市
民
団
体
な
ど
の
意
思
表
示
も
受
け
入
れ
、

運
営
し
て
い
ま
す
。
こ
の
あ
た
り
も
、
E
U

と
は
異
な
る
と
い
え
る
で
し
ょ
う
。

A
S
E
A
N
に
お
け
る

労
働
問
題
の
扱
い

　

A
S
E
A
N
で
は
、A
S
E
A
N
政
治
安

全
保
障
共
同
体
理
事
会
、
A
S
E
A
N
経

済
共
同
体
理
事
会
、
A
S
E
A
N
社
会
文

化
共
同
体
理
事
会
、
以
上
３
つ
の
共
同
体
の

実
現
を
目
標
に
し
、
2
0
1
5
年
末
ま
で
に

A
S
E
A
N
共
同
体
を
つ
く
ろ
う
と
し
て
い

ま
す
。
た
だ
し
、経
済
統
合
が
優
先
な
の
で
、

ま
ず
は
A
S
E
A
N
経
済
共
同
体
だ
け
を

先
行
さ
せ
、
政
治
的
な
問
題
や
社
会
文
化
的

な
問
題
は
後
回
し
に
す
る
こ
と
で
合
意
が
な

さ
れ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、A
S
E
A
N
経
済
共
同
体
に
つ
い

て
の
意
思
決
定
を
す
る
際
、
労
働
組
合
の
意

見
は
含
ま
れ
ま
せ
ん
。
労
働
組
合
の
意
見

は
、
A
S
E
A
N
市
民
社
会
会
議
あ
る
い
は

A
S
E
A
N
三
者
社
会
対
話
会
議
で
表
明
さ

れ
て
い
ま
す
。
し
か
し
な
が
ら
、A
S
E
A
N

経
済
共
同
体
の
傘
下
に
あ
る
、
さ
ま
ざ
ま
な

大
臣
会
議
と
は
切
り
離
さ
れ
て
い
る
た
め
、

労
働
組
合
レ
ベ
ル
で
政
策
を
発
表
し
て
も
、

な
か
な
か
反
映
さ
れ
な
い
の
で
す
。

　

A
S
E
A
N
経
済
統
合
に
つ
い
て
は
、
日

本
で
も
議
論
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
議
論
は
国

際
経
済
学
畑
の
方
や
国
際
法
専
門
の
方
が
中

心
で
行
わ
れ
て
い
る
た
め
、
労
働
問
題
や
労

働
組
合
に
関
す
る
こ
と
は
、
ほ
と
ん
ど
議
論

さ
れ
て
い
な
い
の
が
現
状
で
す
。

F
T
A
お
よ
び
R
C
E
P
に
つ
い
て

　

1
9
9
2
年
に
開
か
れ
た
第
４
回
首
脳

会
議
で
「A

SEA
N

 Free T
rade A

rea

」

（
A
F
T
A
）が
結
ば
れ
、
2
0
0
8
年
ま
で

に
関
税
を
5
％
以
下
に
引
き
下
げ
る
こ
と
で

合
意
が
な
さ
れ
ま
し
た
。
実
際
は
も
う
少
し

時
間
が
か
か
り
ま
し
た
が
、
A
S
E
A
N
に

最
初
に
加
盟
し
た
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
、
マ
レ
ー
シ

ア
、フ
ィ
リ
ピ
ン
、シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
、タ
イ
の
5

カ
国（
通
称
A
S
E
A
N
5
）
が
2
0
1
0

年
ま
で
に
関
税
を
5
％
に
し
ま
し
た
。
そ
れ

以
外
の
A
S
E
A
N
加
盟
国
も
、
今
年
の

末
ま
で
に
は
５
％
に
引
き
下
げ
る
こ
と
を
目

標
と
し
て
い
ま
す
。つ
ま
り
、関
税
の
引
き
下

げ
に
つ
い
て
は
、
経
済
統
合
が
で
き
る
前
に

す
で
に
行
わ
れ
て
い
る
の
が
実
情
で
す
。

　

経
済
統
合
を
実
施
す
る
共
同
体
を
つ
く
る

に
は
、
４
つ
の
段
階
が
あ
る
と
さ
れ
て
い
ま

す
。
①
自
由
貿
易
の
実
現
。②
関
税
同
盟
を

つ
く
り
、同
税
率
で
の
輸
出
入
を
実
施
。
③

共
同
市
場
を
持
ち
、資
本
や
労
働
の
移
動
を

自
由
化
。
④
経
済
の
共
同
開
発（
通
貨
単
位

の
統
一
、
各
国
間
で
の
経
済
政
策
の
調
整
）。

E
U
は
現
在
、④
の
段
階
に
達
し
て
い
ま
す
。

一
方
、
A
S
E
A
N
経
済
共
同
体
は
現
在
、

ま
だ
①
の
段
階
で
す
が
、
②
の
段
階
を
飛
び

越
え
、
③
の
共
同
市
場
を
つ
く
る
段
階
に
行

こ
う
と
し
て
い
ま
す
。

　

R
C
E
P
（
東
ア
ジ
ア
地
域
包
括
的
経

済
連
携
）
は
、
2
0
1
3
年
か
ら
実
質
的
な

交
渉
が
始
ま
り
、
そ
の
第
8
回
の
会
合
が

今
年
の
6
月
に
京
都
で
開
催
さ
れ
ま
し
た
。

R
C
E
P
の
主
な
狙
い
は
A
S
E
A
N
プ
ラ

ス
6
カ
国
で
自
由
貿
易
協
定
を
結
ぶ
こ
と
で

す
。
今
年
の
末
ま
で
に
締
結
を
す
る
こ
と
が

目
標
に
は
な
っ
て
い
ま
す
が
、
A
S
E
A
N

に
加
え
、
日
本
、
中
国
、
韓
国
、
イ
ン
ド
、

ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
の

6
カ
国
が
入
っ
て
い
る
た
め
、
交
渉
は
難
航

し
て
い
ま
す
。

A
S
E
A
N
経
済
統
合
と

労
働
問
題

　

A
S
E
A
N
経
済
統
合
に
お
い
て
、
労 

働
に
関
す
る
問
題
は
い
く
つ
か
出
て
き
て
い

ま
す
。
A
S
E
A
N
労
働
大
臣
会
議
と
呼
ば

れ
る
も
の
が
あ
り
、
そ
こ
で
2
0
1
0
年

か
ら
2
0
1
5
年
の
作
業
計
画
を
策
定
し

て
い
ま
す
。
そ
こ
で
議
題
に
な
っ
た
も
の
に

は
次
の
よ
う
な
も
の
が
あ
り
ま
す
。
①
人
身

売
買
へ
の
罰
則
強
化
と
被
害
者
の
保
護
、
②

経
営
者
あ
る
い
は
熟
練
労
働
者
の
ビ
ザ
や
雇

用
許
可
の
自
由
化
。
こ
れ
に
は
、
熟
練
労
働

者
の
移
動
の
自
由
を
確
保
す
る
狙
い
が
あ

り
ま
す
。
そ
こ
で
必
要
に
な
る
の
が
、
③
専

門
的
業
務
資
格
の
相
互
資
格
承
認
。
こ
れ

は
、
あ
る
国
で
国
家
資
格
を
取
得
し
た
場

合
、
そ
の
資
格
を
他
の
A
S
E
A
N
の
国
々

で
も
共
通
に
す
る
と
い
う
も
の
で
す
。
ほ
か

に
も
、
④
人
的
資
源
管
理
や
能
力
向
上
の
強

化
、
⑤
サ
ー
ビ
ス
分
野
で
の
中
核
的
労
働
力

と
資
格
の
設
定
、
⑥
労
働
市
場
計
画
を
策

定
す
る
能
力
向
上
な
ど
、
こ
う
し
た
も
の
が

A
S
E
A
N
労
働
大
臣
の
目
標
と
し
て
掲
げ

ら
れ
て
い
ま
す
。
な
か
で
も
、
人
的
資
源
や

人
的
能
力
の
向
上
に
は
特
に
注
力
し
て
い
ま

す
。
ま
た
、
デ
ィ
ー
セ
ン
ト
・
ワ
ー
ク（
働
き

甲
斐
の
あ
る
人
間
ら
し
い
仕
事
）の
促
進
や
、

起
業
ス
キ
ル
の
向
上
、
あ
る
い
は
社
会
福
祉

の
向
上
や
、
生
活
保
護
の
よ
う
な
社
会
的
保

護
の
提
供
、
移
民
労
働
者
の
権
利
保
護
、
こ

う
し
た
こ
と
も
労
働
大
臣
会
議
で
議
論
さ
れ

て
お
り
、
政
策
目
標
に
含
ま
れ
て
い
ま
す
。

労
働
組
合
側
の
動
き

　

1
9
9
4
年
、
A
S
E
A
N
労
働
組
合
会
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議
が
結
成
さ
れ
ま
し
た
。
2
0
0
7
年
に
は

A
S
E
A
N
サ
ー
ビ
ス
従
業
員
労
働
組
合
協

議
会
が
結
成
さ
れ
、
現
在
、
２
つ
の
組
合
が

A
S
E
A
N
に
お
い
て
組
織
さ
れ
て
い
る
と

い
う
状
況
で
す
。
な
お
、
A
S
E
A
N
労
働

組
合
会
議
は
、
ブ
ル
ネ
イ
を
除
く
、
東
テ
ィ

モ
ー
ル
の
全
国
組
織
に
加
え
、
タ
イ
か
ら
４

つ
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
か
ら
３
つ
、
カ
ン
ボ
ジ
ア

か
ら
も
３
つ
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
か
ら
は
２
つ
、
そ

れ
以
外
の
国
は
１
つ
と
い
う
形
で
、
各
国
の

ナ
シ
ョ
ナ
ル
セ
ン
タ
ー
が
基
盤
に
な
っ
て
い

ま
す
。

　

そ
れ
に
対
し
て
、
A
S
E
A
N
サ
ー
ビ
ス

従
業
員
労
働
組
合
協
議
会
に
は
、
建
設
、
金

融
、
通
信
、
保
健
、
電
機
、
輸
送
の
６
部
門

が
参
加
し
て
お
り
、
労
働
組
合
の
国
際
組
織

で
あ
る
U
N
I 
A
p
r
o
（
サ
ー
ビ
ス
部

門
）
や
B
W
I 
A
P
（
建
設
と
森
林
部
門
）、

P
S
I 
A
P
（
公
共
部
門
）
と
い
っ
た
組
織

が
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
し
て
い
ま
す
。

　

昨
年
の
6
月
、
ミ
ャ
ン
マ
ー
の
首
都
で
あ

る
ネ
ピ
ド
ー
で
、
A
S
E
A
N
三
者
社
会

対
話
会
議
が
開
か
れ
ま
し
た
。
三
者
と
は
、

政
府
側
、
労
働
組
合
側
、
使
用
者
側
を
指

し
、
そ
の
三
者
に
よ
る
社
会
対
話
と
い
う
形

で
、
A
S
E
A
N
サ
ー
ビ
ス
従
業
員
労
働
組

合
協
議
会
が
主
催
者
と
な
り
次
の
10
項
目
に

つ
い
て
議
論
さ
れ
ま
し
た
。
①
協
調
的
で
生

産
性
向
上
を
目
指
す
労
使
関
係
を
構
築
す
る

こ
と
、
②
基
本
的
権
利
と
し
て
デ
ィ
ー
セ
ン

ト
・
ワ
ー
ク
を
認
め
る
こ
と
、
③
イ
ン
フ
ォ

ー
マ
ル
・
セ
ク
タ
ー
や
移
民
の
労
働
条
件
の

保
護
、
④
女
性
や
子
ど
も
へ
の
暴
力
の
廃
止
、

⑤
家
族
に
優
し
い
政
策
を
実
施
す
る
ワ
ー
ク・

ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
、
⑥
A
S
E
A
N
社
会

保
護
強
化
（
日
本
で
い
う
と
こ
ろ
の
生
活
保

護
）、
⑦
A
S
E
A
N
内
部
の
技
術
向
上
と
、

資
格
化
に
よ
る
共
通
の
枠
組
み
を
持
つ
こ

と
、
⑧
A
S
E
A
N
の
女
性
権
利
保
護
の
た

め
の
対
話
や
協
議
を
行
う
こ
と
、
⑨
女
性
と

子
ど
も
の
権
利
拡
大
の
た
め
に
A
S
E
A
N

委
員
会
を
つ
く
り
、
A
S
E
A
N
内
部
の
労

使
組
織
に
女
性
部
会
を
設
け
る
こ
と
、
⑩
中

核
的
労
働
基
準
の
原
則
を
A
S
E
A
N
加

盟
国
に
遵
守
す
る
こ
と
を
求
め
る
こ
と
。

　

実
は
、
こ
れ
ら
10
項
目
は
、
1
9
9
0
年

半
ば
に
I
C
F
T
U

−

A
P
R
O
が
リ
ー

ダ
ー
シ
ッ
プ
を
発
揮
し
て
つ
く
っ
た
「
民
主

的
発
展
の
た
め
の
社
会
憲
章
」
と
か
な
り
重

複
し
て
い
ま
す
。
通
称
「
A
S
E
A
N
社
会

憲
章
」
と
呼
ば
れ
て
い
る
も
の
で
す
が
、
も
う

20
年
近
く
前
の
も
の
で
あ
る
た
め
、
新
し
い
も

の
に
対
応
し
て
お
り
ま
せ
ん
。
例
え
ば
、「
デ

ィ
ー
セ
ン
ト・ワ
ー
ク
」
や
「
ワ
ー
ク・ラ
イ
フ・

バ
ラ
ン
ス
」
と
い
っ
た
言
葉
も
、
A
S
E
A
N

社
会
憲
章
が
で
き
た
あ
と
に
主
張
さ
れ
始
め

た
も
の
で
あ
る
た
め
、
抜
け
落
ち
て
し
ま
っ
て

い
ま
す
。
で
き
れ
ば
日
本
が
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ

を
発
揮
し
、
I
T
U
C
に
対
し
て
、
新
し
い

も
の
に
更
新
す
る
よ
う
な
提
言
を
し
て
は
ど

う
か
と
考
え
て
い
ま
す
。

日
本
と
A
S
E
A
N
の
関
わ
り

　

日
本
と
A
S
E
A
N
は
、
2
0
1
3
年
に 

友
好
40
周
年
を
迎
え
ま
し
た
。
2
0
1
1
年

に
は
、
A
S
E
A
N
日
本
政
府
代
表
部
が
ジ

ャ
カ
ル
タ
に
開
設
さ
れ
て
い
ま
す
。
こ
の
背

景
に
は
、
日
本
企
業
が
チ
ャ
イ
ナ
・
リ
ス
ク

を
避
け
る
た
め
、
A
S
E
A
N
に
生
産
拠
点

と
な
る
工
場
を
分
散
さ
せ
て
い
る
こ
と
が
あ

り
ま
す
。
2
0
1
2
年
か
ら
2
0
1
3
年
に

お
い
て
、
日
本
か
ら
中
国
へ
の
直
接
投
資
は
マ

イ
ナ
ス
32・5
％
で
、
前
年
比
で
見
る
と
大
き

く
減
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、
中
国
に
あ
っ

た
生
産
拠
点
が
A
S
E
A
N
の
国
々
や
南

ア
ジ
ア
の
国
々
に
移
っ
た
結
果
の
数
字
だ
と

考
え
ら
れ
ま
す
。
そ
う
な
る
と
、
生
産
拠
点

の
み
な
ら
ず
、
消
費
の
市
場
も
A
S
E
A
N

の
国
々
に
移
っ
て
き
ま
す
。
実
際
、
中
国
、

イ
ン
ド
、
A
S
E
A
N
で
巨
大
な
マ
ー
ケ
ッ

ト
が
誕
生
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
経
済
連
携
協
定
あ
る
い
は
東
ア
ジ

ア
地
域
包
括
経
済
連
携
と
い
っ
た
も
の
も
あ

り
ま
す
。
ほ
か
に
も
、
A
S
E
A
N
日
本
商

工
会
議
所
連
合
会
と
い
う
も
の
が
あ
り
、
こ

こ
が
A
S
E
A
N
に
進
出
し
て
い
る
日
系
企

業
の
要
望
を
A
S
E
A
N
事
務
局
に
伝
え

る
役
割
を
担
っ
て
い
ま
す
。

I
L
O
と
ア
ジ
ア
開
発
銀
行
に

よ
る
評
価
と
問
題
点

　

I
L
O
と
ア
ジ
ア
開
発
銀
行
で
は
、
A

 
S
 

E
A
N
経
済
共
同
体
の
実
現
が
労
働
問
題
に

ど
う
影
響
し
、
ど
の
よ
う
な
問
題
点
を
含
む

か
を
指
摘
し
た
報
告
書
を
出
し
て
い
ま
す
。

こ
こ
で
最
も
問
題
視
さ
れ
て
い
る
こ
と
は
、

経
済
が
発
展
す
る
こ
と
で
貧
富
の
格
差
が
大

き
く
な
る
と
予
想
さ
れ
て
い
る
点
で
す
。
こ

の
報
告
書
は
、
富
の
公
平
な
分
配
を
い
か
に

し
て
実
現
す
る
か
と
い
う
視
点
か
ら
作
成
さ

れ
て
い
る
と
い
え
る
で
し
ょ
う
。
主
な
論
点

は
次
の
通
り
で
す
。

　

１
つ
目
は
、
熟
練
労
働
者
の
移
動
の
自
由

に
よ
っ
て
労
働
市
場
が
ど
う
変
化
す
る
の
か

と
い
う
点
で
す
。
熟
練
労
働
者
と
は
、
今
の

と
こ
ろ
熟
練
か
つ
専
門
的
な
職
種
に
限
定
さ

れ
て
い
ま
す
。
エ
ン
ジ
ニ
ア
、
看
護
師
、
建

築
士
、測
量
士
、医
師
、歯
科
医
師
、会
計
士
、

旅
行
業
専
門
職
で
、
相
互
承
認
協
定
を
結
ぶ

形
で
、A
S
E
A
N
内
に
お
け
る
国
家
資
格
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の
共
通
化
を
進
め
て
い
ま
す
が
、
建
築
士
以

外
の
職
種
に
つ
い
て
は
、
あ
ま
り
進
ん
で
い

な
い
の
が
実
態
で
す
。
送
り
出
す
側
は
、
労

働
条
件
を
保
護
し
、
差
別
を
受
け
な
い
よ
う

に
す
る
こ
と
を
目
指
し
て
い
ま
す
が
、
受
け

入
れ
る
側
は
、
外
国
人
労
働
者
を
で
き
る
だ

け
安
く
雇
い
、
経
費
削
減
の
調
節
弁
と
し
て

活
用
し
よ
う
と
す
る
た
め
、
双
方
の
国
の
意

識
を
A
S
E
A
N
経
済
統
合
構
想
の
中
で
は

合
致
さ
せ
る
の
は
非
常
に
難
し
い
状
況
で
す
。

未
熟
練
労
働
者
に
対
す
る
取
り
組
み
に
つ
い

て
は
、
全
く
触
れ
ら
れ
て
い
ま
せ
ん
。

　

２
つ
目
は
、
国
境
を
越
え
た
イ
ン
フ
ラ
整

備
が
労
働
市
場
に
ど
う
影
響
す
る
の
か
と
い

う
点
で
す
。
A
S
E
A
N
は
、「
陸
の
A

 

S
 
E
 

A
N
」
と
「
海
の
A
S
E
A
N
」
に
分
類
さ
れ

ま
す
。「
海
の
A
S
E
A
N
」
と
は
、
イ
ン
ド

ネ
シ
ア
や
フ
ィ
リ
ピ
ン
、
マ
レ
ー
シ
ア
な
ど

海
に
囲
ま
れ
て
い
る
国
々
の
こ
と
で
、「
陸
の

A
S
E
A
N
」
は
、
タ
イ
、
ベ
ト
ナ
ム
、
ミ

ャ
ン
マ
ー
、
ラ
オ
ス
、
カ
ン
ボ
ジ
ア
の
メ
コ
ン

流
域
国
の
こ
と
を
指
し
ま
す
。
A
S
E
A
N

の
な
か
で
も
経
済
発
展
が
遅
れ
た
ベ
ト
ナ
ム
、

カ
ン
ボ
ジ
ア
、
ラ
オ
ス
、
ミ
ャ
ン
マ
ー
の
国
々

と
タ
イ
を
結
び
、
経
済
発
展
の
き
っ
か
け
を

つ
か
も
う
と
、
イ
ン
フ
ラ
整
備
と
し
て
主
に

高
速
道
路
を
つ
く
っ
て
き
ま
し
た
。
高
速
道

路
が
整
備
さ
れ
、
短
時
間
で
物
の
輸
送
が
可

能
に
な
る
と
経
済
効
果
が
期
待
で
き
る
地
域

が
あ
る
一
方
で
、
単
に
通
過
さ
れ
る
だ
け
で

お
金
が
落
ち
な
い
地
域
が
出
て
く
る
な
ど
、

マ
イ
ナ
ス
の
影
響
が
出
て
く
る
こ
と
も
十
分

に
考
え
ら
れ
ま
す
。
そ
の
結
果
、
イ
ン
フ
ラ

整
備
の
出
来
た
地
域
に
生
産
基
地
が
集
中

し
、
そ
う
で
な
い
地
域
と
の
経
済
格
差
が
大

き
く
な
り
ま
す
。

　

３
つ
目
は
最
低
賃
金
の
問
題
で
す
。
最
低

賃
金
額
は
、
各
国
で
決
め
ら
れ
て
は
い
ま
す

が
、
ど
う
し
て
も
A
S
E
A
N
内
で
最
低
賃

金
額
に
格
差
が
生
じ
ま
す
。
4
つ
目
は
結
社

の
自
由
の
保
障
が
守
ら
れ
な
い
た
め
に
組
合

の
組
織
化
が
進
ま
ず
、
そ
の
た
め
に
団
体
交

渉
に
よ
る
労
働
条
件
向
上
を
い
か
に
定
着
さ

せ
る
か
と
い
う
問
題
も
あ
り
ま
す
。
こ
れ
は

富
の
公
平
な
分
配
を
実
現
す
る
た
め
の
鍵
に

な
り
ま
す
。
ほ
か
に
も
、
低
賃
金
、
低
技
能

の
移
民
労
働
者
の
問
題
や
、
失
業
率
の
高
い

若
者
の
雇
用
対
策
の
問
題
、イ
ン
フ
ォ
ー
マ
ル・

セ
ク
タ
ー
従
事
者
の
問
題
、
社
会
保
障
整
備

の
問
題
な
ど
、
A
S
E
A
N
経
済
統
合
が
も

た
ら
す
問
題
は
山
積
み
で
す
。

今
後
の
課
題

　

日
本
の
企
業
は
、
低
賃
金
の
A
S
E
A
N

あ
る
い
は
そ
の
他
の
ア
ジ
ア
の
国
々
で
利
益

を
上
げ
、
そ
れ
を
日
本
に
送
金
を
し
ま
す
。

経
済
統
合
が
進
め
ば
資
本
の
移
動
も
自
由
に

な
り
ま
す
か
ら
、
よ
り
低
い
賃
金
の
国
か
ら

日
本
企
業
が
利
益
を
あ
げ
、
そ
れ
が
日
本
の

労
働
者
の
賃
上
げ
の
原
資
に
な
る
と
い
う
事

態
が
起
き
て
く
る
と
い
う
こ
と
で
す
。
つ
ま

り
、
日
本
と
ア
ジ
ア
に
お
け
る
労
働
者
の
利

害
が
対
立
す
る
場
面
が
生
じ
て
き
て
い
る
と

い
え
ま
す
。

　

ま
た
、
A
S
E
A
N
で
経
済
が
発
展
す
る

背
景
に
は
闇
経
済
の
存
在
が
あ
り
ま
す
。
東

南
ア
ジ
ア
か
ら
相
当
な
数
の
労
働
者
が
先
進

国
に
出
稼
ぎ
に
行
っ
て
い
ま
す
。
そ
し
て
稼

い
だ
お
金
を
送
金
し
ま
す
。
あ
る
い
は
里
帰

り
を
す
る
と
き
に
、
た
く
さ
ん
の
お
金
を
持

っ
て
帰
り
ま
す
。
つ
ま
り
、
正
規
ル
ー
ト
で

入
っ
て
こ
な
い
お
金
が
結
構
あ
る
と
い
う
こ

と
で
す
。

　

経
済
統
合
を
担
当
す
る
各
国
の
役
人
が
汚

職
行
為
を
し
た
り
、
行
政
上
の
透
明
度
が
低

か
っ
た
り
、
そ
う
い
っ
た
問
題
も
あ
り
ま
す
。

こ
れ
は
、
経
済
統
合
を
進
め
る
う
え
で
の
マ

イ
ナ
ス
要
因
に
な
り
ま
す
。

　

ま
た
、
経
済
統
合
に
お
い
て
関
税
を
低
く

す
る
と
、規
制
が
緩
和
さ
れ
た
状
態
に
な
り
、

競
争
が
激
化
し
、
そ
の
結
果
、
生
産
性
の
低

い
産
業
は
衰
退
し
ま
す
。
そ
う
な
る
と
、
経

済
統
合
が
失
業
者
増
加
の
要
因
に
も
な
り
う

る
わ
け
で
す
。

　

生
産
拠
点
の
最
適
化
に
よ
る
生
産
拠
点
の

移
動
に
伴
っ
て
労
働
力
の
移
動
が
う
ま
く
行

わ
れ
る
の
か
と
い
う
疑
問
も
あ
り
ま
す
。
日

本
企
業
も
A
S
E
A
N
の
10
カ
国
の
な
か
で

も
効
率
の
い
い
と
こ
ろ
に
工
場
を
移
す
よ
う

に
な
る
で
し
ょ
う
。
そ
の
際
、
労
働
力
の
移
動

が
う
ま
く
い
か
な
い
と
、失
業
者
が
増
え
る
と

い
う
問
題
が
出
て
く
る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

　

少
子
高
齢
化
の
問
題
も
あ
り
ま
す
。
2
 
0
 

5
0
年
く
ら
い
ま
で
は
、
A
S
E
A
N
全
体

で
の
人
口
は
増
加
し
、
8
億
人
く
ら
い
に
な

る
と
い
わ
れ
て
い
ま
す
。し
か
し
、そ
の
後
は
、

徐
々
に
減
り
ま
す
。
す
で
に
、
シ
ン
ガ
ポ
ー

ル
、
タ
イ
、
ベ
ト
ナ
ム
、
ミ
ャ
ン
マ
ー
に
お
け

る
特
殊
出
生
率
は
非
常
に
低
く
な
っ
て
き
て

い
ま
す
。

　

以
上
の
よ
う
に
、
A
S
E
A
N
経
済
統
合

に
伴
っ
て
、
多
く
の
問
題
が
生
ま
れ
て
く
る

可
能
性
が
あ
り
ま
す
。
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